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第５章 
通院移行時の居住地、診断分類、対象行為による問題行動・暴力の予測 

 
はじめに 

 3 ヶ年に渡る本研究は医療観察法医療にお

ける動的要因の評価である共通評価項目の信

頼性と妥当性に関する研究を行い、その中で

問題事象の予測力についても検証した。前章

では GAFおよび ICFの下位項目について通

院処遇移行後の精神保健福祉法入院、問題行

動、暴力の発生それぞれの関連を検証した結

果を要約した。本研究では初年度に収集した

データを用いて通院移行時の居住地、診断分

類、対象行為による問題行動と暴力の予測に

ついても検証し、各研究結果について総括研

究報告書 1)に示した。本章では上記結果を要

約し、通院移行後の問題行動や暴力に対する

多様な要因の影響力について考察する。 

 

何らかの暴力の予測 

 本研究の対象は 2008年 4月 1日～2012年

3 月 31 日の期間に医療観察法入院決定を受

けた対象者であり、2013年 10月 1日までに

退院し、通院処遇となった対象者である。研

究協力が得られ、データが収集できた 22 の

指定入院医療機関からの 432名分のデータを

用いた。欠損値はサンプルワイズで除外して

いるため、解析ごとに事例数がやや異なる。 

 ここで予測の対象とした暴力は、第 2章で

の共通評価項目の下位項目の予測妥当性の研

究でも対象とした何らかの暴力で、指定通院

医療機関からの情報によって得られた、身体

的暴力、非身体的暴力、性的暴力のいずれか

の発生を指す。 

総括研究報告書 1)に示したように、何らか

の暴力の発生について、通院移行時の居住地

比較～①家族同居 101例、②施設入所 120例、

③単身退院 84 例、④医療観察法病棟退院と

同時の精神保健福祉法入院 66 例の４群比較

をカイ２乗検定によって行った結果、統計的

に有意な群間差は認められなかった（表 1～

3）。 

診断分類による比較 1)では、ICD-10コード

の F2（統合失調症圏）単独が全体の 69%と

大半を占めるため、欠損値を除外した解析対

象 357例のうち、F２単独群 254例、F1（物

質関連障害群）の合併を含む群 32例、F７（精

神遅滞）の合併を含む群 37 例の 3 群比較を

カイ２乗検定で行い、期待度数が 5を下回る

セルが 20％を超えないようにするため事例

数が 20 を下回る他の診断カテゴリは解析か

ら除外した。その結果、カイ二乗値（Pearson）

=6.766、5%水準でカイ二乗検定は有意となり、

残差分析の結果、F7の合併事例は１％水準で

有意に通院移行後の何らかの暴力の発生が多

く、F2のみの事例は 5％水準で何らかの暴力

の発生が少ないことが明らかになった（表 4

～6）。 

対象行為による比較 1)では、対象行為が複

数ある事例はより重い罪状（下記の順）のカ

テゴリに集約し、①殺人 64 例、②殺人未遂

59 例、③放火 83 例、④性暴力 21 例、⑤強

盗 14例、⑥傷害 129例の 6群比較をカイ２

乗検定によって行った。その結果、カイ二乗

値（Pearson）は 14.301、5%水準でカイ二乗

検定は有意となり、残差分析の結果、対象行

為に殺人を含む事例は 5％水準で有意に通院

移行後の何らかの暴力の発生が少なく、対象

行為に強盗を含む事例、および殺人を含まず

に殺人未遂を含む事例は 5％水準で有意に通

院移行後の何らかの暴力の発生が多いことが

明らかになった（表 7～9）。 

これらの結果から、本研究で解析した要因

の中では、精神遅滞、殺人未遂、強盗は何ら

かの暴力へのリスクを高める要因と考えるこ
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とができる。 

 

何らかの問題行動の予測 

 前項と同様に通院移行時の居住地、診断分

類、対象行為による問題行動の予測について

も解析を行った 1)。ここで言う何らかの問題

行動とは、第 2章での共通評価項目の下位項

目の予測妥当性の研究でも対象とした何らか

の問題行動で、先の何らかの暴力に加え、医

療への不遵守（49 例）、アルコール・物質関

連問題（16例）を含んだいずれかの問題行動

発生を指す。 

総括研究報告書 1)に示したように、何らか

の問題行動の発生について、通院移行時の居

住地比較～①家族同居 101 例、②施設入所

120 例、③単身退院 84 例、④医療観察法病

棟退院と同時の精神保健福祉法入院 66 例の

４群比較をカイ２乗検定によって行った結果、

統計的に有意な群間差は認められなかった

（表 10～12）。 

診断分類による比較 1)では、期待度数が 5

を下回るセルが 20％を超えないようにする

ためにカテゴリを集約し、ICD-10コードの F

２単独群 254例、F1（物質関連障害群）の合

併を含む群 33 例、F3（気分障害群）を含む

16 例、F７（知的障害）を含む群 37 例、F8

（発達障害）を含む群 10 例の６群比較をカ

イ２乗検定で行った。その結果、カイ二乗値

（Pearson）は 10.772、5%水準でカイ二乗検

定は有意となり、残差分析の結果 F1 の合併

事例は 5％水準で有意に通院移行後の何らか

の問題行動の発生が多いことが明らかになっ

た（表 13～15）。 

対象行為による比較 1)では、前項と同様に

対象行為が複数ある事例はより重い罪状（下

記の順）のカテゴリに集約し、①殺人 64例、

②殺人未遂 59 例、③放火 83 例、④性暴力

21例、⑤強盗 14例、⑥傷害 129例の 6群比

較をカイ２乗検定によって行った。その結果、

カイ二乗値（Pearson）は 12.977、5%水準で

カイ二乗検定は有意となり、残差分析の結果、

対象行為に殺人を含む事例は１％水準で有意

に通院移行後の何らかの問題行動の発生が少

なく、対象行為に強盗を含む事例 5％水準で

有意に通院移行後の何らかの問題行動の発生

が多いことが明らかになった（表 16～18）。 

これらの結果から、本研究で解析した要因

の中では、物質関連問題、強盗は何らかの問

題行動へのリスクを高める要因と考えること

ができる。 

 

考察 

 本章に述べた通院移行時の居住地、診断分

類、対象行為の 3カテゴリの解析では、通院

移行時の居住地では暴力にも問題行動にも差

がなく、診断分類では知的障害が何らかの暴

力の危険因子、物質関連問題が何らかの問題

行動の危険因子であることが明らかになった。

尤も、何らかの問題行動にはカテゴリにアル

コール・物質関連問題を含んでいるため、こ

のことが影響している可能性も考えられる。 

 対象行為では殺人の事例は通院移行後の暴

力や問題行動が少なく、殺人未遂は通院移行

後の暴力の危険因子、強盗は暴力と問題行動

両方の危険因子であることが明らかになった。

問題事象の発生件数がさほど多くないため、

細かな解析はできていないが、以上の結果は

医療観察法医療において地域での問題行動や

暴力の危険性を考える上で一つの目安となる。 

 この結果は一つの示唆となる一方、通院移

行時の住環境は変更することが可能であるが、

入院処遇決定時の対象行為は静的な要因であ

り、診断分類もそれ自体は見直されることは

あっても治療によって変更されるものではな

い。治療の焦点を当てることを念頭に置くな

らば、共通評価項目や、前章に示した ICFの

下位項目の予測力を重視した方が実際的であ

る。とはいえ、RNR原則 2)に則ってリスクの
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高い対象者への治療密度の強化を考えるなら、

静的なリスク要因も念頭に置くことが求めら

れる。 

 3 ヶ年に渡る本研究は、共通評価項目の信

頼性と妥当性の検証に伴って、医療観察法医

療における動的要因の評価を行うことができ

た。一方で、医療観察法に関わる他の研究も

各種の静的要因について問題事象への関連は

十分調べられていない。医療観察法医療をエ

ビデンスに基づいたものにするため、エビデ

ンスを蓄積するため、今後は静的な要因につ

いても多様な角度から検証を進めていくこと

が求められる。 
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表 1 通院移行時の居住地による何らかの暴力の差 クロス集計表 

 

 

表 2 通院移行時の居住地による何らかの暴力の差 期待度数 

 

 

表 3 通院移行時の居住地による何らかの暴力の差 カイ二乗検定 

 

 

表 4 3カテゴリに絞った診断分類ごとの何らかの暴力の発生件数 

 

 

表 5 3カテゴリに絞った診断分類ごとの何らかの暴力の発生件数：期待度数 

 

 

表 6 3カテゴリに絞った診断分類ごとの何らかの暴力の発生件数：調整済み標準化残差（両側

P値） 
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表 7 6カテゴリに絞った対象行為種別ごとの何らかの暴力の発生件数 

 
 

表 8 6カテゴリに絞った対象行為種別ごとの何らかの暴力の発生件数：期待度数 

 

 

表 9 6カテゴリに絞った対象行為種別ごとの何らかの暴力の発生件数：調整済み標準化残差（両

側 P値） 

 

 

表 10 通院移行時の居住地による何らかの問題行動の差 クロス集計表 

 

 

表 11 通院移行時の居住地による何らかの問題行動の差 期待度数 

 

 

表 12 通院移行時の居住地による何らかの問題行動の差 カイ二乗検定 

 

 

表 13 5カテゴリに絞った診断分類ごとの何らかの問題行動の発生件数 
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表 14 5カテゴリに絞った診断分類ごとの何らかの問題行動の発生件数：期待度数 

 

 

表 15 5カテゴリに絞った診断分類ごとの何らかの暴力の発生件数：調整済み標準化残差（両

側 P値） 

 

 

表 16  6カテゴリに絞った対象行為種別ごとの何らかの問題行動の発生件数 

 
 

表 17 6カテゴリに絞った対象行為種別ごとの何らかの問題行動の発生件数：期待度数 

 

 

表 18 6カテゴリに絞った対象行為種別ごとの何らかの問題行動の発生件数：調整済み標準化

残差（両側 P値） 

 

 

 

 


